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るという指摘もある｡ たとえば, Jaffe (2006)
は, ｢ニュースをテレビで見る｣ と答えた視聴者
が 31％にまで減少した例を挙げて, メディアの






















携帯電話は, 利用者の急増に伴い, われわれの生活の中に定着してきたと言える｡ 本稿は, 携帯電話と他メディ
ア (テレビ放送とインターネット) の利用関係を分析しようとするものである｡ 携帯電話の目覚しい普及は, 若
者を中心として利用可能な費用および時間の制約から, CD, 書籍, 雑誌の購買, 新聞購読などを減少させるイ
ンパクトをもたらしたとされる｡ 一方で, 携帯電話ユーザーの中にはテレビ視聴やインターネット利用の両方を


























2006年 3月末時点で 9,569万となっており (電通
総研, 2006), 総世帯の情報支出が全消費支出に






び時間の制約から, CD, 書籍, 雑誌の購買, 新
聞購読などを減少させるインパクトをもたらした｡
携帯電話は, CD, MD, テープなどで若者の利用
メディア内で金銭的競合 (音楽ソフト購買か携帯
電話利用の択一) や時間的競合を招き, 人々の生
活行動を変えた｡ また, 携帯電話の普及は, 紙媒
体の伝統的なメディアである書籍や新聞, 雑誌の




示している｡ 一方, ｢インターネット白書 2006｣
では, インターネットを使うことにより利用が減
少したと回答したメディアとして, 地上波放送
(41.2％), 雑誌 (32.8％), 新聞 (25.7％), 書籍
(19.5％), テレビゲーム (18.5％), ラジオ (17.1



























































































( 1 )を 1期ずらしてを掛けることによって,
：代替パラメータ
を作る｡ ( 1 )から( 2 )を引くことにより
を得る｡
( 3 )式より誤差項に関する 1階の自己相関を仮
定し, 最尤法により推定した｡ 自己相関とは, 時
系列データで生じる誤差項の相関, 期における
誤差項 が , などと相関を持つことで
ある｡ 特に, と の間の相関は 1階の自己































































































ルは 1999年 2月のサービス開始以来, 急速に伸
び, 2001年には送信メール数が携帯電話通話回
数を超え, 携帯電話を用いたインターネット利用




































した期間である｡ 辻村 (2006) は, 特にこの期間
の中で, 1993 年から 1996 年ごろを携帯電話の
｢立ち上がり期｣, 1996年から 2000年ごろを携帯
電話の ｢成長期｣ と捉えた｡














至っていない｣ と論じたが, 同様に, 携帯電話の
普及はテレビに取って代わる存在とはなっていな


























また, 原・照井 (2006) が指摘するように, ｢テ
レビは付けておくもの｣ という傾向が強い点も考
えられる｡
なお, 今回の分析対象は, 携帯電話, 有料テレ











































           
北海道 3.647 1.359 12.623 9.141 0.423 0.193 0.939 滋 賀 2.432 1.560 11.013 4.291 0.383 0.139 0.945
青 森 4.092 1.356 0.761 5.112 0.306 0.161 0.974 京 都 5.048 1.164 －2.243 5.490 0.112 0.128 0.984
岩 手 3.200 1.214 7.582 6.453 0.482 0.112 0.970 大 阪 6.032 1.080 2.726 0.824 0.079 0.112 0.979
宮 城 3.200 1.214 7.300 2.916 0.448 0.104 0.986 奈 良 7.571 1.597 －2.812 3.899 0.105 0.066 0.981
秋 田 1.009 1.390 15.023 4.620 0.648 0.121 0.971 兵 庫 5.462 1.403 4.175 2.308 0.201 0.186 0.940
山 形 4.706 0.660 3.206 2.898 0.234 0.088 0.990 和歌山 1.093 1.720 13.638 4.034 0.432 0.112 0.941
福 島 4.744 2.619 7.433 5.705 0.394 0.139 0.980 鳥 取 3.438 0.827 11.474 4.295 0.546 0.181 0.975
茨 城 0.300 0.764 9.941 3.119 0.547 0.049 0.947 島 根 3.648 1.447 9.733 4.828 0.460 0.137 0.971
栃 木 2.423 1.821 7.386 5.843 0.384 0.176 0.937 岡 山 3.372 1.784 10.399 10.954 0.373 0.262 0.965
群 馬 －1.107 1.654 11.700 4.120 0.488 0.094 0.941 広 島 2.682 0.670 16.071 5.416 0.610 0.169 0.963
埼 玉 4.359 1.119 5.278 2.399 0.378 0.087 0.961 山 口 3.658 0.281 8.257 1.427 0.454 0.078 0.995
千 葉 2.812 0.593 1.408 2.524 0.211 0.107 0.972 徳 島 6.019 1.149 16.621 6.846 0.698 0.233 0.965
東 京 2.932 0.605 2.070 1.174 0.251 0.061 0.976 香 川 3.228 1.132 13.637 5.045 0.452 0.199 0.963
神奈川 3.341 0.494 6.646 0.995 0.378 0.050 0.989 愛 媛 5.391 1.385 3.573 8.391 0.247 0.207 0.959
山 梨 7.446 1.796 2.559 0.819 0.357 0.083 0.964 高 知 7.360 1.751 －1.922 6.627 0.116 0.159 0.961
長 野 6.264 1.294 2.054 7.093 0.223 0.252 0.968 福 岡 3.396 0.850 10.161 2.308 0.273 0.119 0.962
新 潟 6.045 3.513 0.981 12.342 0.229 0.306 0.954 佐 賀 5.599 2.176 10.204 4.966 0.471 0.256 0.957
富 山 2.405 0.768 8.280 3.091 0.298 0.222 0.962 長 崎 4.862 1.418 13.706 8.763 0.545 0.190 0.925
石 川 3.631 0.890 7.044 8.120 0.351 0.169 0.966 熊 本 3.287 2.327 13.634 5.814 0.306 0.292 0.943
福 井 4.914 1.053 11.267 2.728 0.478 0.139 0.976 大 分 5.279 1.276 9.739 3.519 0.437 0.142 0.952
静 岡 2.389 0.725 6.817 2.929 0.343 0.085 0.983 宮 崎 2.312 0.648 15.133 2.738 0.460 0.107 0.975
愛 知 2.836 0.294 3.725 1.709 0.279 0.055 0.995 鹿児島 5.671 4.945 2.258 12.767 0.196 0.335 0.942
岐 阜 4.068 0.348 3.116 1.516 0.263 0.029 0.994 沖 縄 2.797 0.748 5.146 2.389 0.315 0.106 0.963















Kaye, B. K., & Johnson, T. J. (2003) は, 機能
的に類似しているメディア間には代替関係が成立
し, 機能的に相違があるメディア間には補完関係




























日 1日に 10歳以上の国民の 1人あたりがテレビ
を ｢ながら視聴｣ している時間は 1時間 17分で
あり, テレビを見ている時間すべての中の 38％
を占めている｡ そして 73％の人が平日 1日に何
かをしながらテレビを見ている (小林・牧田・白
石, 2005)｡ 辻 (2005) は, この点に関して, テ
レビというのはもともと ｢ながら視聴｣ が多いメ
ディアで, 専念視聴の ｢対象｣ というより, ｢生
活環境｣ の一部になっており, 今後も, さらに
｢ながら性｣ が強まる, と分析している｡























ビデオリサーチ (2006) によれば, ｢テレビを
見ながらメールをすることがある｣ との質問に
10代, 20代の女性は 7割以上 (女性 10代 89.5％,
女性 20代 70.0％), 男性は 5割近く (男性 10代
59.5％, 男性 20代 46.6％) が ｢ある｣ と答えて
いる｡ さらに, ｢テレビを見ながら携帯インター
ネットをすることがある｣ には, 10代の女性は 4
割 (女性 10代 39.5％, 女性 20代 23.0％), 男性














図 3は, NHKが 1985年以来 5年ごとに全国規
模で実施している ｢日本人とテレビ 2005｣ 調査
の中で, 現代的なテレビの見方 (一瞥性) として,
携帯電話の普及におけるテレビ視聴に関する視座200












られている｡ 辻 (2005) は, テレビの役割として,
とりあえず押さえておくネタ提供源として捉え,
テレビがかつての国民的あるいは大衆的一体性を
持った, べネディクト・アンダーソン (1983) が
主張した ｢想像の共同体｣ を作り出すマスメディ
アというよりは, 個人の中で押さえておく基本情
報のメディア, いわば ｢ベースメディア｣ に変化




図 4は, 図 3と同じく ｢日本人とテレビ 2005｣






調 査 時 期：2006年 11月 8日実施
調 査 方 法：授業出席者のアンケート用紙によ
る回答













































































金 (2006) は, Bryce (1987) の研究を引用し
て, テレビ視聴行動を ｢単一時間的視聴 (Mono-
chronic viewing)｣ と ｢複合時間的視聴 (Poly-
chronic viewing)｣ に分類して, ｢単一時間的視



















設問 2 設問 1で ｢テレビを見ながら携帯電
話で会話することがある｣ と回答した人は, テレ
ビと携帯電話のどちらに集中していますか？
1. テレビに集中している (16名, 32.0％)


















小林・牧田・白石 (2005) は, ｢日常の生活を
そこで展開されるさまざまな生活上の活動とそれ
らを可能にするのと同時にそれらによって身体へ
導かれていく｣ ことを ｢テレビ的身体｣ と呼び,
このような ｢テレビ的身体｣ があるからこそ, 他










動を ｢背景行動 (background activity)｣ と呼
んだ｡ このようにテレビを ｢背景行動 (back-
ground activity)｣ とすることが通常化してい















































携帯電話で会話すると答えた人 (37.9％) の 4分
の 1 (9.2％) に留まり, 携帯電話の通話に関して























































( 1 ) ｢交差弾力性｣ は, 理論経済学のミクロ理論に
おいて ｢cross elasticity｣ の訳語として使用さ
れている｡





















( 4 ) CATV網の視聴時間には地上の再配信だけを
目的とする有線テレビ放送施設からの受信分が含
まれる｡
( 5 ) 情報流通センサスは, テレビ, ISDN, 電話の
みならず無線呼出, ファクシミリ, 構内放送, 封
書, はがき, 文書, 新聞, 雑誌, 書籍, CD-ROM,




























( 8 ) 19922000年度のケーブルテレビ平均世帯普及
率で比較した場合には, 愛知県 (13.6％) を除い
て, 全国平均 (8.8％) を下回っている｡ また衛
星放送では, 秋田県 (22.8％) 以外の府県での平
均世帯普及率が, いずれも全国平均 (14.5％) よ
り低い｡
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